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第１章 アセットマネジメントの策定の目的と位置づけ 

１ 背景と目的 

水道施設を計画的に更新し，この資産を健全な状態で次世代に引き継いでいくことは現世代の責務であり，

その中でも水道事業の運営・管理を担っている水道事業者等の役割は特に重要である。高度経済成長期等に急

速に整備された水道施設の老朽化が進行し，大規模な更新ピークを迎えつつある今，水道施設の計画的更新は

全国の水道事業者共通の最重要かつ喫緊の課題となっている。 

厚生労働省では，平成16 年策定の水道ビジョンにて『安定』『持続』を長期的な政策目標として示し，「中

長期的財政収支に基づく計画的な施設の整備・更新」を水道の運営基盤強化における施策課題のひとつに位置

付けたが，水道事業者等における施設更新・資金確保の取り組みは十分でないのが現状である。この状況を踏

まえ，平成20年7月に策定した水道ビジョン改訂版では，重点取組項目として『アセットマネジメント手法も

導入しつつ，中長期的な視点に立った，技術的基盤に基づく計画的・効率的な水道施設の改築・更新や維持管

理・運営，更新積立金等の資金確保方策を進めるとともに，改築・更新のために必要な負担について需要者の

理解を得るための情報提供の在り方等について具体的検討を推進する。』と明記されたところである。 

中長期的財政収支に基づき施設更新等を計画的に実行し，持続可能な水道を実現していくためには，水道事

業者において，長期的な視点に立ちライフサイクル全体にわたり効率的かつ効果的に施設を管理運営するこ

とが必要不可欠となるが，これらを組織的に実践する活動がアセットマネジメント（資産管理）である。 

飛騨市の水道事業は，旧神岡町にて昭和32年より神岡上水道が創設されて以降，上水道・簡易水道・飲料

水供給施設・小規模水道が多数創設され普及してきた。各地域の飲料水供給施設・小規模水道は，平成27年

度に諏訪簡易水道事業に統合され，さらに平成28年4月1日には飛騨市水道事業として事業統合され現在に

至っている。創設初期に整備された水道施設は，近年，耐用年数を超過した施設が目立ち，市では老朽化の著

しい施設から更新工事を行っているが，今後，更新が必要な施設は著しく増加すると見込まれている一方で，

人口減少社会において，その更新費用が水道財政に大きく影響しているのが事実である。そこで，今回，アセ

ットマネジメントを実践することで，水道施設の計画的更新と施設の健全性の維持を目指すこととする。 

２ 位置づけ 

飛騨市第2次総合計画基本構想（平成21年度策定、平成31年度目標）では、市の将来像として「市民がい

つまでも安心して暮らせる町」を掲げ、その基本方針「5 安定した暮らしの実践」の中で老朽化する上下水道

施設の改修を挙げている。この基本構想に基づく基本計画の施策⑦-2 として「安定・良質な水の供給」を挙

げ、後期基本計画（平成26年度策定、平成31年度目標）の具体策として経営戦略を挙げ、長期財政見通しの

策定、アセットマネジメント、料金改定の検討を行なうこととした。また、現行の飛騨市水道ビジョン（平成

22年度策定、平成30年度目標）においては、後述（第2章 2水道事業の概況、第3章 経営の基本方針）す

るように、安心・安定・持続・環境の4点を基本方針として、本市の目指すべき水道の方向性を定めた。また、

目標年度である平成30年度までの施設整備計画や財政計画を定めている。民間活用については当時の状況か

ら各種民間活用手法を比較したうえで、第三者委託の検討が行われている。 

今回策定した水道アセットマネジメント計画の成果は，後段の経営戦略に反映させて，水道事業の安定経営

を目指すものである。 

３ 計画期間 

一般に水道施設は長期の耐用年数をもつ一方，更新・改良に際しては多額の投資を必要とする。 
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わが国の水道施設は，1970 年代以降に投資のピークがあり，これらの施設の大量更新期を迎えようとして

いる。このため，施設の耐用年数等から更新需要のピーク等を把握し，更新工事に必要な財源を確保するとと

もに，事業の平準化等も検討しておく必要がある。一方，水道の施設整備にあたっては，起債を財源とせざる

を得ない場合も想定されるが，例えば，政府債の償還期間は30年（うち5年据え置き）であり，世代間の負

担の公平性を検討する観点からも長期

的な資金収支の見通しが必要となる。 

これらのことから，アセットマネジメ

ントの検討期間は少なくとも 30～40 年

程度の中長期とし，当該期間中の更新需

要見通しに基づき財政収支見通しを検

討することが求められる。よって，飛騨

市水道事業のアセットマネジメントの

計画期間は平成 30 年度～平成 79 年度

（50年間）とした。 

４ 計画手法 

（１）準拠基準 

・水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き （以下，手引きと称する）

（２）検討タイプ 

本手引きにおいて，アセットマネジメントは，資産情報データの整備状況に応じたマクロマネジメントの

検討手法として，更新需要見通しの検討手法としてタイプ 1～4，財政収支見通しの検討手法としてタイプ

A～D の手法を挙げている（表－1.1，表－1.2）。今回の飛騨市水道事業のアセットマネジメントにおいて

は，このうち『タイプ3C（標準型）』により検討を行う。 

表－1.1 マクロマネジメントの検討手法の選択 

検討目的 タイプ 検討手法 

更新需要

見通しの

検討手法 

①現有資産の全更新を前

提とした検討手法 

タイプ1（簡略型） 固定資産台帳等がない場合の検討手法 

タイプ2（簡略型） 固定資産台帳等はあるが更新工事との整合が取

れない場合の検討手法 

タイプ3（標準型） 更新工事単位の資産台帳がある場合の検討手法 

②再構築や施設規模の適

正化を考慮した検討手法 

タイプ4（詳細型） 将来の水需要等の推移を踏まえ再構築や施設規

模の適正化を考慮した場合の手法 

財政収支見通しの検討手法 タイプA（簡略型） 事業費の大きさで判断する検討手法 

タイプB（簡略型） 資金収支，資産残高により判断する検討手法 

タイプC（標準型） 簡易な財政シミュレーションを行う検討手法 

タイプD（詳細型） 更新需要以外の変動要素を考慮した検討手法 

表－1.2 更新需要及び財政収支見通しの検討手法のタイプ 

財政収支見通しの検討手法 

更新需要見通しの検討手法 
タイプA（簡略型） タイプB（簡略型） タイプC（標準型） タイプD（詳細型）

タイプ1（簡略型） タイプ1A タイプ1B タイプ1C 

タイプ2（簡略型） タイプ2A タイプ2B タイプ2C 

タイプ3（標準型） タイプ3A タイプ3B タイプ3C 

タイプ4（詳細型）  タイプ4D 

図－1.1 アセットマネジメントと地域水道ビジョン等の 
各種計画との関係図
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第２章 資産の状況把握 

１ 建設改良費の実績 

近年の飛騨市水道事業の建設改良費（建設投

資額）は1.3億円/年である（図－2.1）。 

２ 資産額の算定

アセットマネジメントのタイプ 3C の検討に

おいて必要な現有資産の資産額を算定した。現

有施設の資産額は，施設更新費用算定の手引き

や工事の実勢価格などから算定して整理した。 

（１）構造物・設備の資産額 

構造物・設備の総資産額は61.3億円となった。 

工種別では，全体として土木が55.6％を半数以上を占める。次いで電気が19.6％，機械が18.3％で，建築

は6.5％とわずかである。 

建設年度別にみると，土木は，

耐用年数を標準 60 年とすると

1952～1956 年の施設が更新時期

を迎えているが多くはない。一

方，機械・電気は1987～1991年

頃に整備された設備は30年近く

経過しており，更新時期を迎え

ている。よって，今後直近の課題

は，機械・電気の更新といえる。 

（２）管路の資産額 

総管路延長379.5km分の総資産額は197.0億円となった。 

布設年度のピークは2つ見られる。1977～1981年が1つめのピーク，1997～2001年が2つめのピークで

ある。このピークは，国内一般

の水道管路の年代傾向と概ね一

致する。 

用途別については，配水管が

各年度概ね90％以上を示すが，

1つめのピークである1977～

1981年は，取・導水管と送水管

も多く，両者合わせて全体のう

ち17.9％を占めている。 

1977～1981 年頃に布設された 

管路は，現時点で約40年近く経過しており，標準耐用年数だと今，更新時期を迎える。1997～2001年頃に布

設された管路は，20年後あたりに更新時期を迎えることから，管路更新の平準化が必要と考えられる。 

図－2.1 建設改良費の実績（H28価格ベース）
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図－2.2 構造物･設備の資産額（建設年度別・工種別）

図－2.3 管路の資産額（建設年度別・用途別）
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第３章 資産の将来見通しの把握 

１ 更新基準（耐用年数）の設定

更新の必要性を判断する

ための耐用年数は表－3.1

のとおり設定した。標準耐

用年数に対して時間計画保

全の考えを検討する場合は

重要度･優先度の大小で使

い分けた。 

資産の健全度を把握する

ための健全度評価は，築造からの経過年数に応

じて「健全資産」「経年化資産」「老朽化資産」

と評価する。 

２ 更新を実施しなかった場合の健全度

（１）構造物･設備の健全度（図－3.1） 

・現時点では，健全資産は約 67％，健全＋経年化資

産で 81％を占め，施設運転上の問題は少ないと考

えられるが，今後は，その割合が5年あたり5％程

度ずつ徐々に低下していく。 

・25年後（2042年）以降は急激に下がる傾向にある。 

（２）管路の健全度（図－3.2） 

・現時点では，健全資産は約 93％であり，老朽化資

産は発生していない。前項の構造物・設備に比べて

健全性は非常に高い。 

・今後，20年後（2037年）までは徐々に健全性は下

がるが大きくは変化しない。しかし，25年後（2042

年）以降は急激に下がる傾向にある。 

３ 法定耐用年数で更新した場合の更新需要

すべての水道施設を法定耐用年数で更新した場合，50

年後（2067年）までに合計375億円，単純に50年で平 

均すると 7.5 億円/年となる。

建設改良費の実績 1.3 億円/年

に対し約5.8倍である。 

よって，耐用年数の見直しや

重要度･優先度を考慮した更新

需要の検討などのマクロマネ

ジメントが必要となる。

表－3.1 耐用年数（更新基準年）の設定

種別 細目 

標準 

耐用 

年数 

時間計画保全の場合

引用元 
重要度 

・優先度

(大) 

重要度 

･優先度

(小) 

構造物 土木 60 60 80 「浄水設備」「配水設備」に準じる 

･設備 建築 50 50 70 「鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造又は鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造」に準じる

 機械 15 20 30 本計画で設定 

 電気 （※1） 20 20 30 「電気設備 その他」に準じる 

管路 導･送･配水管 40 40～80 40～100 本計画で設定（管種に応じて）

（※1） 電気＝監視制御設備，計装設備を含む

表－3.2 健全度による区分の例

名  称 定  義 

健 全 資 産 経過年数が法定耐用年数以内の資産額 

経年化資産 経過年数が法定耐用年数の1.0～1.5倍の資産額 

老朽化資産 経過年数が法定耐用年数の1.5倍を越えた資産額 

（単位：百万円）
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図－3.2 管路の健全度(更新を行わなかった場合)
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図－3.1 構造物･設備の健全度

（単位：百万円）
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第４章 重要度・優先度等を考慮した更新需要の算定 

法定耐用年数を基準として更新事業を実施した場合，年平均で7.5億円/年の更新需要が発生し，近年の建設

改良費1.3億円/年より大幅に大きくなり，法定耐用年数どおりに施設を更新することは実現困難となった。そ

こで，重要度や優先度を考慮して，実現可能な更新需要，つまり更新費用のコスト縮減策について検討した。 

１ 構造物･設備の更新需要の算定

 [メニュー1-1]  

時間計画保全に基づく更新需要 

時間計画保全に基づく更新需要の縮

減を行う。施設ごとの耐用年数や重要

度を個別に勘案し、施設の老朽度等も

注意深く観察しながら、重要度の低い

施設については更新基準年を延伸する。 

＜重要度(小)＞ 

・土木施設：60年→80年 

・建築施設：50年→70年 

・機械設備：15年→30年 

・電気設備：20年→30年 

第４章 重要度・優先度等を考慮した更新需要の算定

第３章 資産の将来見通しの把握 
１ 更新基準（耐用年数）の設定 

２ 更新を実施しなかった場合の健全度 
３ 法定耐用年数で更新した場合の更新需要

施設の簡易耐震
診断

重要給水施設 
管路の設定

１ 構造物及び設備の更新需要の算定 

診断結果 重要給水施設 [メニュー1-1] 時間計画保全に基づく更新需要 

[メニュー1-2] ダウンサイジングによる更新需要の縮減 

[メニュー1-3] 施設の統廃合による更新需要の縮減 

詳細耐震診断

が必要な施設 

（9施設）

[メニュー1-4] 耐震化対策による更新需要の見直し 

構造物及び設備の更新需要の算定 

２ 管路の更新需要の算定 

[メニュー2-1] 時間計画保全に基づく更新需要 

[メニュー2-2] ダウンサイジングによる更新需要の縮減 
重要給水 

施設管路 

[メニュー2-3] 管種の変更による更新需要の縮減 

管路の更新需要の算定 

３ 資産の健全度の判定（更新需要の妥当性確認） ＜重要度・優先度等を考慮した 
更新需要の算定の検討メニュー＞

図－4.1 構造物・設備の時間計画保全（長寿命化）

従
来
の
考
え■すべての施設について，法定耐用年数で更新する。 

■法定耐用年数は，土木は60年，建築は50年と長いが，機械は15年，電気は20年とサ

イクルが短いため，アセットの検討期間内に2回目，3回目の再更新が必要となる。 

時
間
計
画
保
全
に
よ
る
更
新
需
要

更 新 現 況 再更新 

法定耐用年 法定耐用年

＜全施設＞ 

■更新サイクルは，法定耐用年数でなく，実情に合わせて設定する。 

■すべての施設を基準どおりに更新していくことが理想的であるが，財政面を考慮し，重要

度・優先度の高い施設と低い施設に分け，高い施設は更新基準を短く，低い施設は更新

基準を長く設定して，更新需要を最小限に抑える。 

更 新 現 況 再更新 

更新基準= 更新基準=

更 新 現 況 再更新 

更新基準= 更新基準=

＜重要度・優先度 ： 小＞

＜重要度・優先度 ： 大＞

<検討結果> 

・38.6億円/50年（約33%）のｺｽﾄ縮減 

（本ﾒﾆｭｰ単独で実施した場合）
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[メニュー1-2]  

ダウンサイジングによる更新需要の縮減 

施設更新の際には将来減少が見込

まれる地区ごとに、需要にあわせて

施設能力のダウンサイジングも考慮

する。 

[メニュー1-3]  

施設の統廃合による更新需要の縮減 

旧簡易水道地域については地形的

制約が大きく、統廃合できる地区は

限られるが、可能な地区どうしは統

廃合して施設の効率化を図る。 

[メニュー1-4] 

耐震化対策による更新需要の縮減 

浄水場・配水池などの基幹施設に

ついて、水道施設として必要な耐震

化を進める。耐震化のための耐震補

強にあわせて補修も行うことによっ

て、構造物の延命化が期待できる。

この延命化によって、従来の更新時

期を遅らせることができるため，長

期的なスパンでみた場合に更新費用

の縮減を図ることができる。 

図－4.2 ダウンサイジングのイメージ（構造物･設備）

従
来
の
考
え

計画給水量

浄水場・配水池 浄水場・配水池

当初計画 現 在 将来 （更新） 

■現在の施設は，創設時の計画給水量によって施設規模を決定し作られている。 

■施設によって違いはあるが，計画給水量が右肩上がりの経済成長時代に計画されたものが

多く，現在では，余剰ストックが生じている。 

■前段の資産の将来見通しでは，現状と同じ施設を更新することを想定した更新需要としてい

る。

計画給水量

浄水場・配水池

浄水場・配水池
ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ
に
よ
る
更
新

■更新する施設は，現状と同規模ではなく，現在の給水実績に応じてダウンサイジングした

施設を想定することにより，更新需要も下げることができる。 

■取水・浄水・送水施設の規模は，それぞれ取水量（m3/日）・浄水場施設能力（m3/日）・送配

水量（m3/日）について，現在の給水規模を反映させる。配水池については，計画時点と現

在の給水規模の差分を反映させて有効容量（m3）を求める。 

■なお，建築など一部については給水量によらないものは，現状と同じ施設とする。 

図－4.3 施設の統廃合のイメージ（構造物･設備）

従
来
の
考
え

■すべての施設について，現状の送配水系統，現状の規模で更新する。 

浄水場 

配水池
水源

減圧

浄水場 

配水池 P
水源

施
設
の
統
廃
合
に
よ
る
更
新
需
要

水源

浄水場 

配水池
水源

減圧

浄水場 

配水池 P

P
高圧管の採用などによ

り施設を廃止 

給水区域の部分統合で取

水・浄水施設などを廃止 
■区域統合により一部施設を廃止， 

既存施設の余剰ストックに着目。 

■高圧管を採用することにより減圧施設を廃止できる可能性がある。 

図－4.4 耐震化対策

劣 化 

創設時 現 在 将来 （その先） 

新 設 

■創設時に作られた施設は，現時点で劣化

は多少進んでいるが，そのまま耐用年数

まで供用し，更新時期がきたら全面更新す

る。

劣 化 耐震性不足

更 新 

更 新 

耐
震
化
対
策
に
よ
る
更
新
需
要
の
見
直
し

■創設時に作られた施設は，現行の耐震基準との違いや部材の劣

化によって耐震性が不足しており耐震補強が必要である。 

■耐震補強の際には，外面内面塗装や表面補修も行うことから，何も

しない場合に比べ延命化が期待できる。 

将来 （標準更新時期）

耐震性不足新 設 

耐震補強 

補修 

従
来
の
考
え

<検討結果> 

・9.2億円/50年（約8%）のｺｽﾄ縮減 

（本ﾒﾆｭｰ単独で実施した場合）

<検討結果> 

・定量化しない。 

→今後のミクロマネジメントの課題 

<検討結果> 

・4.7億円/50年（約4%）のｺｽﾄ縮減 

（本ﾒﾆｭｰ単独で実施した場合）

・コスト面だけでなく水道施設の耐

震化として実施する。 
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２ 管路の更新需要の算定

[メニュー2-1] 

時間計画保全に基づく更新需要 

時間計画保全に基づく更新需要

の縮減を行う。路線ごとに重要度

を設定した。管種ごとの使用年数

に応じて、法定耐用年数が40年の

ところ、DCIP（ダクタイル鋳鉄管）

や HPPE（水道配水用ポリエチレン

管）については重要路線80年、優

先度が低い路線で100年使用する。

耐用年数の低い管路についても更

新時はこれらの管に更新する計画

とした。 

[メニュー2-2] 

ダウンサイジングによる更新需要の縮減 

施設更新の際には将来減少が見

込まれる地区ごとに、需要にあわ

せて管路を縮径可能な場合には小

口径の管路に整理する。 

具体的にどの程度まで可能かに

ついては今後の各路線の更新にあ

わせて検討を行う。 

[メニュー2-3] 

管種の変更による更新需要の縮減 

管路の機能を維持しつつもコス

トが比較的安い HPPE（水道配水用

ポリエチレン管）等を活用する。 

管種の変更 

図－4.7 管種の変更のイメージ

■現在の管種の採用基準に沿って更新する。現時点で，すでにDIP-GX，HPPE，PPを標準と

しており，HIVPらは採用していない。 

浄水場 

配水池 

HPPE 

水源 導・送水管 PP 

DIP 

HPPE

DIP 

DIP 

H

配水管 

浄水場 

配水池 

HPPE 

水源 導・送水管 PP 

DIP 

HPPE

DIP 

HPPE 

H

配水管 

■一部で，DIPを安価なHPPE化する。 

従
来
の
考
え

■すべての施設について，法定耐用年数で更新する。 

■法定耐用年数は，管路＝40年である。 

時
間
計
画
保
全
に
よ
る
更
新
需
要

■更新サイクルは，法定耐用年数でなく，実情に合わせて設定する。 

■重要給水拠点へ供給する重要路線は，更新基準を短く，それ以外の路線は更新基準を長く

設定して，更新需要を最小限に抑える。 

■また，管種別の耐用年数も考慮する。 

配水管 
水源 導・送水管 浄水場 

配水池 

重要給水拠点 

P

＜重要度・優先度：小＞ 

水源 導・送水管 

重要給水拠点 

浄水場 

配水池 
配水管 

＜重要度・優先度：大＞ 

P
更新時期：短い 

更新時期：長い 

全体的に，管種

の耐用年数も考

従
来
の
考
え

図－4.5 管路の時間計画保全（長寿命化）

図－4.6 ダウンサイジングのイメージ（管路）

■建設時に比べ給水量は減少しているが，すべての管路について，既設と同じ口径で更新す

る。

浄水場 

配水池 

φ100 

水源 導・送水管 φ50 

φ300 

φ75 

φ200 

φ200 

H

配水管 

浄水場 

配水池 

φ100 

水源 導・送水管 φ50 

φ250 

φ50 

φ150 

φ150 

H

配水管 

従
来
の
考
え

■給水量の減少幅に応じて，更新時に口径を縮径する。⇒更新需要のコストダウン 

※ただし，すべての路線が給水量で決まるわけではない。消火栓のある区間は消火用水量で決

める場合があるため，管網計算による検討が必要である。⇒今後，ミクロマネジメントで対応

<検討結果> 

・107.9億円/50年（約42%）のｺｽﾄ縮減

（本ﾒﾆｭｰ単独で実施した場合）

<検討結果> 

・5.8億円/50年（約2%）のｺｽﾄ縮減 

（本ﾒﾆｭｰ単独で実施した場合）

<検討結果> 

・3.0億円/50年（約1%）のｺｽﾄ縮減 

（本ﾒﾆｭｰ単独で実施した場合）
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３ すべてのメニューを実施した場合の更新需要（構造物･設備＋管路）

重要度・優先度等を考慮した

検討メニュー1-1～2-3 をすべ

て実施した場合（図－4.8），来

年（2018年）から50年後（2067

年）までの 50 年合計で 220 億

円と見込まれる。これを単純に

50年で平均すると440.0百万円

/年≒4.4億円/年となった。 

第３章にて，すべての水道施

設を法定耐用年数で更新した

場合では7.5億円/年（図－3.3）

であったため，ここで2.9億円

/年の減となった。 

しかし，建設改良費の実績で

ある 1.3 億円/年と比べると，

約3.4倍の差は残る。 

４ 資産の健全度の判定（重要度・優先度等を考慮した更新需要の妥当性確認）

重要度・優先度等を考慮した更新需要（メニュー1-1～2-3）を実施した場合の健全度の推移を確認した。健

全度の判定基準は，更新を実施しなかった場合（第３章 ２）と同じとする。 

（１）構造物･設備の健全度（図－4.9） 

・現状で15％程度発生している老朽化資産は10年

以内にはほぼ解消できる。 

・それ以降は，健全度はほぼ一定であり，経年化資

産と老朽化資産を合わせても 20～30％程度に抑

えることができる。アセットの検討期間を通じて

構造物・設備の健全性は保つことができる。 

（２）管路の健全度（図－4.10） 

・現状で，経年化資産が10％弱発生しているが，老

朽化資産は発生しておらず，健全性は十分に高い

状態である。 

・それ以降，経年化資産は徐々に増加していく。20

年後を過ぎると，老朽化資産も発生する。この経

年化資産は100年耐用のDIP-GX，HPPEが40年を

超えたもの，老朽化資産は同じく60年を超えた

ものであり，実耐用年数的には，まだ使える状態

である。40～50年を超えると，市内の管路のほと

んどがその100年耐用管になる。 

（単位：百万円）

資
産
額
（
百
万
円
）

基 準 年

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000
管路 設 備(機電) 構造物(土建)

（現在） （50年後）

管路

土建
機電

（単位：百万円）

資
産
額
（
百
万
円
）

基 準 年

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000
管路 設 備(機電) 構造物(土建)

（現在） （50年後）

管路

土建

機電

（再掲）図－3.3 法定耐用年数で更新した場合の更新需要

図－4.8 メニュー1-1～2.3をすべて実施した場合の更新需要

検討前 

検討後 

（単位：百万円）

資
産
額
（
百
万
円
）

基 準 年

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

2017 2022 2027 2032 2037 2042 2047 2052 2057 2062 2067

老朽化資産 経年化資産 健全資産

（現在） （50年後）

現有資産（構造物+設備全体） 6129（百万円）

(H39) (H44) (H49) (H54) (H59) (H64) (H69) (H74)(H34)(H29) (H79)

（単位：百万円）

資
産
額
（
百
万
円
）

基 準 年

0

5000

10000

15000

20000

25000

2017 2022 2027 2032 2037 2042 2047 2052 2057 2062 2067

老朽化資産 経年化資産 健全資産

（現在） （50年後）

現有資産（管路（全管路）） 19702（百万円）

(H39) (H44) (H49) (H54) (H59) (H64) (H69) (H74)(H34)(H29) (H79)
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５ 更新需要の平準化の検討 

前節では，重要度・優先度等を考慮した更新需要の算定をした結果，全体的な更新需要は抑えることができた

が，今後50年間を通してみるとばらつきが大きく，突出額が大きい時期に急激な経営財政の悪化を招くおそれ

がある。そこで，ここでは，50年間の更新需要の平準化を図る方法について検討した。 

（１）平準化の着目点 

50年間の総需要を50年間で平準化すると，5年あたりで2,200百万円/5年，1年あたりで440百万円/年

となる。この額を50年通じた更新需要となるよう，先送り・前倒しして調整した。 

＜構造物･設備⇒調整しない＞ 

・全体に占める割合が小さいた

め，5年程度更新時期を変えて

も全体には影響しない。 

・機械，電気は更新サイクルが

短いため，不容易に前倒しす

ると2回目以降の更新時期が

早まる。また，1～5年目まで

の更新予定を先送りすると，

老朽化資産の先送りとなり，

機器故障の危険性が高まるた

め，早期更新を図る。 

＜管路⇒調整する＞ 

・全体に占める割合が大きい管

路の費用で平準化を図る。 

・現時点で老朽化資産は発生し

ていないため，1～5年目の費

用を5年程度先送りする。 

（２）更新需要を平準化した場合の健全度の算定 

50 年平準化した場合の健全度の推移を確認した。 

１）構造物･設備の健全度（図－4.12） 

・更新年次を変えていないため平準化前と同じ。 

２）管路の健全度（図－4.13） 

・全体的にみれば，大きな変化はない。 

・5～15年後あたりに経年化・老朽化資産が一時的

に若干多くなるが，これは1～5年目の更新費用

を先送りした影響である。一方，15～40年後には

健全資産が多くなる。これは35～50年後の突出

した需要を前倒ししたことの効果である。 

・総じて，アセットの検討期間を通じて管路の健全

性は保つことができる。  

（単位：百万円）

資
産
額
（
百
万
円
）

基 準 年

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

2017 2022 2027 2032 2037 2042 2047 2052 2057 2062 2067

老朽化資産 経年化資産 健全資産

（現在） （50年後）

現有資産（構造物+設備全体） 6129（百万円）

(H39) (H44) (H49) (H54) (H59) (H64) (H69) (H74)(H34)(H29) (H79)

（単位：百万円）

資
産
額
（
百
万
円
）

基 準 年

0

5000

10000

15000

20000

25000

2017 2022 2027 2032 2037 2042 2047 2052 2057 2062 2067

老朽化資産 経年化資産 健全資産

（現在） （50年後）

現有資産（管路（全管路）） 19702（百万円）

(H39) (H44) (H49) (H54) (H59) (H64) (H69) (H74)(H34)(H29) (H79)

更新年次の前倒しによる効果 

更新年次の先送りによる影響 

図－4.13 管路の健全度(更新需要を平準化した場合)

（単位：百万円）

資
産
額
（
百
万
円
）

基 準 年

0

1000

2000
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4000

5000

6000

7000

8000
管路 設 備(機電) 構造物(土建)

（現在） （50年後）

管路

土建

機電

2,200.1百万円/5年 

前倒し 
先送り 

前倒し 

（単位：百万円）

資
産
額
（
百
万
円
）

基 準 年

0

1000
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5000
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7000

8000
管路 設 備(機電) 構造物(土建)

（現在） （50年後）

管路

土建

機電

（再掲）図－4.8 メニュー1-1～2.3をすべて実施した場合の更新需要

図－4.11 更新需要の平準化案

平準化前 

平準化後 
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第５章 妥当性の確認と経営戦略への影響・評価 

今回のアセットマネジメントでは，第４章 ５に示した「50年平準化案」が結論である。次に，その50年平準

化案をベースとして，50 年間の経営シミュレーションを行い経営戦略への影響・評価を行った。経営シミュレー

ションは，以下の流れで行い，[プラン 7] 建設改良費を 2.0 億円に制限する案 【2.0 億円/年】を経営戦略案として

採用した。経営戦略については，別冊「飛騨市水道事業経営戦略＜平成30年度～平成39年度＞」を参照のこと。 

＜経営シミュレーションの概要＞ 

第６章 まとめ 

１ マクロマネジメントのレベルアップに向けた改善方策の検討 

アセットマネジメント（資産管理）の実践にあたっては，理想とすべき資産管理の水準を念頭に置きつつも，

現状のデータ整備状況等を勘案しつつ，まずは実施可能な方法で実践することが重要である。 

その一方で，アセットマネジメントの実践を一過性の取り組みで終わらせるのではなく，マクロマネジメン

トの成果について自己評価するとともに，改善すべき事項を抽出し，継続的な改善を図っていくことにより，

アセットマネジメント（資産管理）全体の水準を段階的に向上させていく必要がある。 

重要度･優先度等を考慮した更新需要の算定 

・重要度・優先度等を考慮した更新需要案を50年間で平準化 

・更新需要 ⇒年間4.4億円 

・健全度の判定 ⇒老朽化資産は一部のみ ⇒妥当性あり 

経営シミュレーション

50年間シミュレーションのプラン  【建設改良費】  

15％×4回 

10％×4回 

[プラン1] アセットマネジメント50年平準化案 【4.4億円/年】 

[プラン2] 建設改良費を2.5億円に制限する案 【2.5億円/年】 

[プラン3] 建設改良費を2.0億円に制限する案 【2.0億円/年】 

[プラン4] 建設改良費を2.0億円に制限する案 【2.0億円/年】 

40％×3回 

10％×4回 
20％×2回 

20％×2回 

5％×1回 
20％×4回 

10％×2回 
20％×4回 

05％×4回 20％×6回 

料金据え置き
20％×4回 
15％×2回 

20％×2回 
10％×4回 
20％×4回 

[プラン7] 建設改良費を2.0億円に制限する案 【2.0億円/年】 

[プラン6] 建設改良費を1.2億円に制限する案 【1.2億円/年】 

[プラン5] 建設改良費を1.5億円に制限する案 【1.5億円/年】 
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２ 今後の進捗管理体制（見直し時期等の提言） 

今回のアセットマネジメントは，現時点での資産状況・財政収支状況を踏まえ計画立案したものであるが，飛

騨市水道事業全体を見通したマクロマネジメントであるため，個々の施設の詳細な状況や条件は考慮していな

い。そのため，計画どおりに進まなかったり，計画の方向修正も生じる可能性がある。 

よって，今後もアセットマネジメント・経営戦略を持続的に有効なものにしていくため，定期的な見直し改善

を図り，実践していく予定である。 

 [今回] アセットマネジメント・経営戦略の策定  

 [1年ごと] データの管理（更新・整理）  

・毎年の決算額を財政収支に反映させ，収益的収支・資本的収支・内部留保資金残高など計画とど

う変わっているかを確認する。 

・また，水道料金収入は，基本財源であることから，今後の見通しを立てるため年間有収水量・供

給単価・給水原価・料金回収率などの経営指標についても確認する。 

・1年間で実施した更新工事の内容を整理し，データベース化する。10年後のアセットマネジメン

トの見直しにおいて使えるよう，構造物・設備については，施設・工種ごとの更新費用（資産額）

を，管路については，路線・口径・管種の情報をマッピングシステムに取り込み整理する。 

 [概ね5年ごと] チェック・フィードバック  

・アセットマネジメントの計画は，今後50 年間を5年単位で更新需要や健全度を算定してグラフ

化した。よって，5年次には一度アセットマネジメントが計画通り進んでいるかをチェックして

おく必要がある。計画どおり進んでいないとすれば，その後6～10年次に向けて方向修正をかけ

る必要であると考えられる。 

    ・3年次の2020年（H32年）には20％値上げの料金改定を予定しており，5年次にはその効果も財

政収支に現れてくるため，値上げが及ぼす事業経営への影響・効果についても評価する。 

・料金収入は，水道料金のほか給水量にも影響するため，給水量の予測値と実際の乖離状況につい

ても分析評価することが必要である。 

 [概ね10年ごと] アセットマネジメント・経営戦略の見直し  

    ・10年次頃になると，当初アセットマネジメントの計画との相違，具体な方向修正策が明らかとな

る。また，今回準拠した「アセットマネジメント（資産管理）に関する手引き（平成 21 年 7 月

版）」も改訂され，アセットマネジメントの検討手法・あり方も変わることが予想される。よって，

10年後をめどに今回策定したアセットマネジメントの見直しを行う。 

この流れを一般的なＰＤＣＡサイクルにあ

てはめると，図－5.1のようなイメージとなる。

10 年後のアセットマネジメント・経営戦略の

見直しおよびその後のさらなるスパイラルア

ップに向けて，1年ごとのデータ管理，5年ご

とのチェック・フィードバックが重要となる。  

[今回] 
ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・経営戦略の策定 

[1年ごと] 
ﾃﾞー ﾀの管理 

（更新・整理）

[概ね5年ごと] 

ﾁｪｯｸ・ﾌｨｰﾄ゙ﾊﾞｯｸ

[概ね10年ごと] 
ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ 
経営戦略の見直し

図－5.1 アセットマネジメントのＰＤＣＡサイクル


